










































1018J となっており，その間0.77倍となっている。家庭部門は2000年代は 2 ×1018J を超





























































































































































































































































































































消費原単位の中長期的にみた年間低減目標は 1 ％となっている。そこで 5 年度間の平
均原単位が改善しているかについてみると，図－ 6 のようになる。2012年度まで 5 年度
間の平均原単位が75％以上の企業が改善しているとしていたが，2014年度以降は60％前
後で推移している。逆に悪化しているという企業も，2014年度以降は30％台となってい











































































































































































































































実施中 今後実施 検討中 実施せず 該当なし 実施中 今後実施 検討中 実施せず 図8
取組方針の策定 取組方針の策定
2009年度 740 76 56 0 2 874 872 0.8486239 2009年度 84.9% 8.7% 6.4% 0.0%
2017年度 681 29 21 5 0 736 736 0.9252717 2017年度 92.5% 3.9% 2.9% 0.7%
エネルギー使用実態等のより正確な把握 0 0 #DIV/0! エネルギー使用実態等のより正確な把握
2009年度 703 84 79 0 8 874 866 0.8117783 2009年度 81.2% 9.7% 9.1% 0.0%
2017年度 658 28 43 7 0 736 736 0.8940217 2017年度 89.4% 3.8% 5.8% 1.0%
エネルギー使用実態等の把握方法の定期的確認 0 0 #DIV/0! エネルギー使用実態等の把握方法の定期的確認
2009年度 691 111 61 0 11 874 863 0.8006952 2009年度 80.1% 12.9% 7.1% 0.0%
2017年度 663 30 33 10 0 736 736 0.9008152 2017年度 90.1% 4.1% 4.5% 1.4%
責任者の設置 0 0 #DIV/0! 責任者の設置
2009年度 777 58 37 0 2 874 872 0.891055 2009年度 89.1% 6.7% 4.2% 0.0%
2017年度 699 15 16 6 0 736 736 0.9497283 2017年度 95.0% 2.0% 2.2% 0.8%
社内研修体制の整備 0 0 #DIV/0! 社内研修体制の整備
2009年度 474 160 213 0 27 874 847 0.5596222 2009年度 56.0% 18.9% 25.1% 0.0%
2017年度 542 56 116 22 0 736 736 0.736413 2017年度 73.6% 7.6% 15.8% 3.0%
鉄道及び船舶の活用の推進 0 0 #DIV/0! 鉄道及び船舶の活用の推進
2009年度 688 9 80 79 18 874 856 0.8037383 2009年度 80.4% 1.1% 9.3% 9.2%
2017年度 615 9 38 22 52 736 684 0.8991228 2017年度 89.9% 1.3% 5.6% 3.2%
高度な貨物の輸送に係るサービスの活用 0 0 #DIV/0! 高度な貨物の輸送に係るサービスの活用
2009年度 286 38 276 231 43 874 831 0.3441637 2009年度 34.4% 4.6% 33.2% 27.8%
2017年度 416 21 130 37 132 736 604 0.6887417 2017年度 68.9% 3.5% 21.5% 6.1%
組み合わせ輸送・混載便の利用 0 0 #DIV/0! 組み合わせ輸送・混載便の利用
2009年度 774 8 31 53 8 874 866 0.8937644 2009年度 89.4% 0.9% 3.6% 6.1%
2017年度 682 3 10 8 33 736 703 0.970128 2017年度 97.0% 0.4% 1.4% 1.1%
適正車種の選択 0 0 #DIV/0! 適正車種の選択
2009年度 821 14 20 17 2 874 872 0.9415138 2009年度 94.2% 1.6% 2.3% 1.9%
2017年度 717 4 5 4 6 736 730 0.9821918 2017年度 98.2% 0.5% 0.7% 0.5%
輸送ルート・輸送手段の工夫 0 0 #DIV/0! 輸送ルート・輸送手段の工夫
2009年度 808 28 23 12 3 874 871 0.9276693 2009年度 92.8% 3.2% 2.6% 1.4%
2017年度 708 6 10 5 7 736 729 0.9711934 2017年度 97.1% 0.8% 1.4% 0.7%
車両等の大型化 0 0 #DIV/0! 車両等の大型化
2009年度 741 30 57 39 7 874 867 0.8546713 2009年度 85.5% 3.5% 6.6% 4.5%
2017年度 676 12 19 12 17 736 719 0.9401947 2017年度 94.0% 1.7% 2.6% 1.7%
輸送効率の良い事業用貨物自動車の活用 0 0 #DIV/0! 輸送効率の良い事業用貨物自動車の活用
2009年度 689 31 84 63 7 874 867 0.7946943 2009年度 79.5% 3.6% 9.7% 7.3%
2017年度 657 10 24 6 39 736 697 0.9426112 2017年度 94.3% 1.4% 3.4% 0.9%
道路混雑時の貨物の輸送の見直し 0 0 #DIV/0! 道路混雑時の貨物の輸送の見直し
2009年度 40.5 3 15.5 11.5 5 75.5 70.5 0.5744681 2009年度 57.4% 4.3% 22.0% 16.3%
2017年度 554 11 64 38 69 736 667 0.8305847 2017年度 83.1% 1.6% 9.6% 5.7%
貨物の輸送頻度等の見直し 0 0 #DIV/0! 貨物の輸送頻度等の見直し
2009年度 641 40 152 34 7 874 867 0.739331 2009年度 73.9% 4.6% 17.5% 3.9%
2017年度 646 16 52 7 15 736 721 0.8959778 2017年度 89.6% 2.2% 7.2% 1.0%
計画的な貨物の輸送の実施 0 0 #DIV/0! 計画的な貨物の輸送の実施
2009年度 703 35 101 30 5 874 869 0.8089758 2009年度 80.9% 4.0% 11.6% 3.5%
2017年度 662 13 38 8 15 736 721 0.9181692 2017年度 91.8% 1.8% 5.3% 1.1%
商品や荷姿の標準化 0 0 #DIV/0! 商品や荷姿の標準化
2009年度 551 28 100 180 15 874 859 0.6414435 2009年度 64.1% 3.3% 11.6% 21.0%
2017年度 562 9 49 9 107 736 629 0 8934817 2017年度 89 3% 1 4% 7 8% 1 4%




















































実施中 今後実施 検討中 実施せず
. . . . .
製品や包装資材の軽量化、小型化 0 0 #DIV/0! 製品や包装資材の軽量化、小型化
2009年度 514 24 97 222 17 874 857 0.5997666 2009年度 60.0% 2.8% 11.3% 25.9%




























質 GDP）を35％程度改善することに相当する。運輸部門の省エネ量は1,607万 kl であり，
内訳として次世代自動車の普及で938.9万 kl，貨物輸送で337.6万 kl，旅客輸送で330.5万
kl を削減するとしている 4 ）。
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取り組む際には，取引先，他部門との調整が大きな課題だと考えており，各企業が省エ
ネに対応したロジスティクスシステムを構築する際には，取引先，企業内の他部門との
連携による対応が欠かせないことを示唆している。メーカーの生産分野において，省エ
ネに取り組む場合には，このような連携，調整の問題はあまり発生しないのに対して，
物流分野では連携，調整の問題が特に欠かせない。物流業務自体が，複数の主体が絡む
ものであり，かつ物流分野での省エネへの対応は荷主企業の物流部門，物流事業者だけ
の個別対応では難しく，取引先，企業内の他部門との連携，調整による対応が重要であ
ることを物語っている。
取引先，企業内の他部門との調整，連携策として，以下のようなものが考えられる。
①納品条件に関わる連携，調整
取引先の事業者は，できるだけ実際の需要に合わせて，発注時期を遅らせ，かつ在庫
をもたないように行動するのが一般的である。これは延期の原理と呼ばれ，物流サービ
スとしては，多頻度小口等の物流サービスを川上側に要求し，これが輸送への負荷を増
大させている現状がある。
・多頻度小口の見直し
配送車両が 1 日に何度も配送するなど，多頻度小口に配送する傾向が強まっている。
納入側からみると，延期の原理で，できるだけ最終需要に合わせて，納入されるのが望
ましい。さらに，在庫スペースをあまりもたず，かつ販売機会をロスしないように，極
端に欠品率が低い状態を望む傾向がある。そのため，結果的に多頻度小口の供給が欠か
せないことが条件となっている。しかしながら，過度な多頻度小口の要求は，結果的に
配送効率を悪化させ，物流コスト上昇等を招く。
・リードタイムの長時間化，時間指定の見直し
一般的に消費財では受注した翌日の午前納品が当たり前となっている。さらに開店前，
操業前の午前10時指定といったかたちでなされることが多い。指定時間に納入しなけれ
ばペナルティがある場合もあり，納入側からみると大きな負担となっている。そして交
通渋滞など予期せぬ事態もあり，それを含めて車両が対応するために，納入等に早く到
着し，無駄な待機時間が発生している場合も多い。このように時間指定配送が現在一般
的となっているが，かつ各企業が同時間帯の時間指定を要求するため，配送効率を悪く
することとなっている。また，リードタイムが短いために，計画的な配送ができず，積
載効率を悪くしている。時間指定の緩和，リードタイムの長時間化が，計画的配送の推
進に大きく寄与することとなる 8 ）。また，鉄道等へのモーダルシフトを実施する際，ト
ラックより輸送日数がかかることが大きな問題となる。全ての取引先が，早い納入を望
んでいるという思い込みもあり，モーダルシフトがなかなか進まないという背景がある。
リードタイムの見直しは，モーダルシフトの推進にもつながる。
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・受注ロットサイズに関わる連携，調整
最低の受注ロットサイズの設定，引き上げによって，小口配送を少なくし，輸送回数
の削減，積載効率の向上を図るものである。受注ロットサイズを設定することは，結果
的に販売先の在庫増につながることも多く，徹底できない場合も多い。大ロット化を進
めるため，大ロットの発注に対して価格を下げるなどのインセンティブを与え誘導する
方策も考えられる。しかしながら，現実は年間の取引量に応じて価格を下げるなどの方
策をとられることは多いものの，個別の取引ごとの量に応じて価格を下げることは行わ
れていない場合が多い。最近は，配送頻度を毎日配送から隔日配送へ切り替えている事
例もあり，これによって，結果的にロットサイズも大きくなり，積載率等も上がること
となる。
・輸配送の平準化
物流需要が偏在，集中することが，物流効率の悪化を招いている。物流需要は，例え
ば年末，月初，月末，週末，あるいは五日，十日に集中する傾向にある。そのため，計
画的な配送がしづらく，積載効率の悪化，配送車両数の増加にも結びつく。もちろん，
最終需要自体が変動することによるものはやむをえないが，それ以上に商慣行によって
偏在，集中し，効率を悪くしている。また，取引先が事前に需要情報を提供していれば，
平準化しやすいものの，直前に発注するために，計画的な輸配送を困難にしている。
②在庫の持ち方に関わる連携，調整
リードタイムの短縮，時間指定納品，多頻度小口配送の背景として問題となるのは在
庫の圧縮である。取引先が，在庫を持たず，バッファー的な役割を果たす在庫を減らす
ことは，輸送に大きな負荷をもたらすこととなる。また，鉄道，海運に関するモーダル
シフト等の施策を講じた場合に，多くの場合に課題となるのは，従来のトラック輸送よ
り輸送日数がかかるという問題である。取引先側からみると，リードタイムが長くなる
こととなり，在庫増に繋がることから，反対され，モーダルシフトに取り組めない場合
も多い。そのため，取引先に在庫の見直しをしてもらうなどの連携，調整が重要となっ
てくる。
③パレット，通い箱に関わる連携，調整
手積み，手卸しによる荷役は，物流の生産性の観点から大きな問題となっている。さ
らに荷待ち時間を発生する要因ともなっており，パレット化が大きな課題となっており，
現在，農産品においてパレット化の検討が進んでいる。また，通い箱については，標
準化がされておらず，小売においては100種類弱のものが流通しているといわれている。
これは，各メーカー，各卸，各小売が個別に通い箱を決め，利用していることが大きな
背景となっている。そのため，違う通い箱に移し変える作業が発生したり，違う種類の
貨物輸送における省エネの展開
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通い箱を積み込むため，積載効率が悪くなるという問題も発生する。さらに，使用済み
の通い箱を，返却するまで保管するスペースが必要という問題も発生している。そこで，
取引先と標準化の検討を図っていくことが必要となっている。
④取引先との情報共有化
取引先に対して，物流情報等が伝わらないことにより，輸送計画化，効率化を大きく
妨げることとなる。事前出荷情報等が共有化されていることは，輸送の計画化，荷受け
の計画化に大きく寄与することとなる。最近はトラックの予約受付システムを導入して
いる事例も増えている。
⑤物流取引のルール化
納品時間，ロットサイズといった納品条件，付帯作業で大きな問題となるのが，物流
取引がきちんとルール化していないことである。そのために，取引先側から無理な注
文があり，結果的にイレギュラーな物流が発生したり，積載効率が悪い状態が発生する。
あるいは計画化ができないという問題が発生している。さらに，返品物流も計画化を妨
げている。返品が発生する要因は様々であるが，返品回収についての，企業間でのきち
んとした契約による取り決めができておらず，大量の返品が発生する場合も多い。返品
を多くする要因は，これ以外にも在庫管理の末徹底，消費期限等の管理の末徹底，不正
確な需要予測によるものがあり，それが結果的に川上側に押し付けられている場合も多
い。これらの見直しと同時に，返品が発生した場合の，負担ルール，回収ルールを明確
にする必要がある。
⑥価格設定の見直し
従来，商品価格に物流コストが含まれていることから，荷受け側が納品される物流に
ついて効率化の意識がないという問題がある。これが省エネに対する意識を低下させる
ことにも繋がっている。そこで商品価格と物流コストの分離，ロットサイズ，頻度等の
メニュープライシングを実施することによって，荷受け側が意識を持つことによって，
納品条件の見直しにつながり，全体の計画化，輸送効率の向上に結びつくことにもなる。
7 ．終わりに
貨物輸送部門が，改正省エネ法の対象となって，約10年が経過した。その間，各企業
の取り組み施策も確実に増え，企業の取り組み意識も大きく改善したといえる。しかし
ながらその一方で，当初は各企業でのエネルギー消費原単位の削減率は大きかったもの
の，最近は削減率が小さくなり，年間低減目標である 1 ％を実現するのは極めて難しい
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状況となっている。
物流業務は，発荷主，着荷主，物流事業者といった複数の主体が絡むものであり，か
つリードタイム，納品時刻，納品ロット等の物流条件を決定しているのは取引先，企業
内の他部門である場合が多い。すなわち物流分野での省エネへの対応は，荷主企業の物
流部門，物流事業者だけの個別対応では難しい。取引先，企業内の他部門との連携，調
整による対応が重要である。
取引先，企業内の他部門との連携，調整策としては多頻度小口の見直し，リードタイ
ムの長時間化，時間指定の見直し，受注ロットサイズの見直し，輸配送の平準化といっ
た納品条件の見直し，在庫の持ち方の見直し，パレット，通い箱等の導入，標準化が挙
げられる。これらの物流条件の見直しが，輸送量自体の削減，モーダルシフト，輸送効
率の向上といった各種施策の導入拡大に結びつくこととなる。また，取引先との情報共
有化，物流取引のルール化，価格設定の見直しといったことも，全体の計画化，輸送効
率の向上に結びつくこととなる。
現在，物流の生産性向上，ドライバーの労働環境改善においても，発荷主，着荷主，
物流事業者の連携による取り組みが様々なかたちで検討がなされている 9 ）。2018年に省
エネ法が大きく改正され，企業連携による省エネの促進がなされることとなり，さらに
新たに準荷主の位置づけがなされた。これによって，連携，調整による省エネの推進が
期待されるのであり，サプライチェーン全体での物流条件の最適化の議論が必要となっ
てくるのである。
注
1 ）資源エネルギー庁［2018］。
2 ）資源エネルギー庁［2018］。
3 ）エネルギー使用合理化促進基盤整備事業による省エネルギーセンター「平成29年度工場等
及び荷主の判断基準遵守状況等分析並びにデータ公開の在り方調査事業調査報告書」，省
エネルギーセンター「平成28年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析並びに電子
化推進に向けた調査事業調査報告書」，省エネルギーセンター「平成27年度工場等及び荷
主の判断基準遵守状況等分析並びに特定事業者等管理標準ガイドライン作成調査報告書」，
省エネルギーセンター「平成26年度工場等及び荷主の判断基準遵守状況等分析調査」，JFE
テクノリサーチ「平成25年度省エネ法における荷主の判断基準遵守状況等分析調査報告
書」，ピーツーカンパニー「平成24年度省エネ法における荷主の判断基準遵守状況等分析
調査報告書」，省エネルギーセンター「平成23年度省エネ法における荷主の判断基準遵守
状況等分析調査報告書」，省エネルギーセンター「平成22年度省エネ法における荷主の判
断基準遵守状況等分析調査報告書」を用いて分析した。
4 ）資源エネルギー庁［2018］「2030年エネルギーミックス実現へ向けた対応について」による。
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5 ）資源エネルギー庁［2018］「平成30年省エネ法改正概要資料」による。
6 ）資源エネルギー庁［2018］「準荷主ガイドライン―荷主が実施する措置によるエネルギー
使用の合理化に資する準荷主の指示に関するガイドライン（案）」
7 ）洪京和［2007］。
8 ）日本ロジスティクスシステム協会［2006］。
9 ）厚生労働省，国土交通省「トラック輸送における取引環境・労働時間改善協議会」等で検
討されている。
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